
令 和 ７ 年 度 初 任 者 研 修 資 料 （ 概 要 編 ）

国 民 年 金 等 事 務 に 関 す る
交 付 金 と 交 付 金 実 務 の 概 要

市町村年金事務初任者向け
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１初任者の皆様へ
A. 九州厚生局年金調整課とは？

B. 市町村に年金事務を依頼し交付金を支払う根拠

C. 年金事務運営の全体像

D. 各種制度の簡単な概要と関係法令

E. 各種制度の概要について詳しく知りたい（学習コンテンツの紹介）
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A.九州厚生局年金調整課とは？

皆様。はじめまして、九州厚生局年金調整課です。

国は年金業務の一部を市町村に依頼しており、その業務上で発生する費用について、事務費交付金として交付しています。

九州厚生局年金調整課は、交付金に係る業務を主に行っており、市町村の皆様が交付金の申請を行う手続きのお手伝いを行っています。

本動画では、初任者の皆様に向けた交付金や交付金業務の概要について説明いたします。

各種連絡先 ホームページのご案内

住所
〒８１２-００１１

福岡県福岡市博多区博多駅前３-２-８ 住友生命博多ビル４階
URL

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kyushu/nenkin_chosei/index.html

電話番号 092-707-1133 (直通)
ホームページでは、各種参考資料の提供。

各種報告書様式に関するYouTube動画の公開。

などを行っております。是非ご覧ください。

FAX 092-707-1136

E-Mail kskousei146@mhlw.go.jp

4

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kyushu/nenkin_chosei/index.html
mailto:kskousei146@mhlw.go.jp


5

B.市町村に年金事務を依頼し交付金を支払う根拠

市町村に年金事務を依頼する根拠

国民年金法

第3条3項（管掌）【抄】

国民年金事業の事務の一部は、政令の定めるところにより、

市町村（特別区の区長を含む）が行うこととすることができる。

年金生活者支援給付金の支給に関する法律

第38条（市町村長が行う事務） 【抄】

年金生活者支援給付金の支給に関する事務の一部は、政令で定めるところにより、

市町村長が行うこととすることができる。

市町村に交付金を支払う根拠

国民年金法

第86条（事務費の交付）【抄】

政府は、政令の定めるところにより、市町村（特別区を含む。）に対し、

市町村長がこの法律又はこの法律に基づく政令の規定によって行う事務の処理に必要な費用を交付する。

特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律

 第20条（事務費の交付）【抄】

国は、政令で定めるところにより、市町村（特別区を含む。）に対し、

市町村長がこの法律又はこの法律に基づく政令の規定によって行う事務の処理に必要な費用を交付する。

年金生活者支援給付金の支給に関する法律

 第27条（事務費の交付）【抄】

国は、政令で定めるところにより、市町村（特別区を含む。）に対し、市町村長（特別区の区長含む）が

この法律又はこの法律に基づく政令の規定によって行う事務の処理に必要な費用を交付する。
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C.年金事務運営の全体像
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法定受託事務
協力・連携事務(※2)

制度改正の周知等
事務費交付（※1）

連絡・調整

各種認可等
連絡・調整 適用・徴収・給付

(※2)

※1 事務費の交付は年金局が行い
事務費交付に係る事務は
地方厚生局が行う

厚生労働省は
財政責任及び

管理運営責任を担う

※２ 協力・連携事務（例示）
・被保険者への納付督励
・被保険者への口座振替等の促進
・年金制度の周知
・年金制度の相談

etc…



D.各種制度の簡単な概要と関係法令

国民年金 老齢福祉年金 特別障害給付金 年金生活者支援給付金

老齢・障害による所得の減少ないし喪失、

あるいは死亡によって国民の経済生活が

損なわれることを国民の共同連帯により

防止することを目的とする制度です。

国民年金制度が発足した昭和36年4月1日当時、

既に高齢等であったために国民年金の受給要件

を満たせない方を救済することを目的として

設けられた制度です。

国民年金の任意加入期間に任意加入しなかった

ことにより、障害基礎年金等を受給できない

状況に置かれた障害のある方を救済するために

設けられた制度です。

公的年金等の収入金額とその他の所得の合計額
が一定基準額以下の年金受給者の生活の支援を
図ることを目的として、年金に上乗せして支給
する制度です。
老齢、障害、遺族と状況に応じ３種類の給付金
があります。

関連する法令 関連する法令 関連する法令 関連する法令

国民年金法 老齢福祉年金支給規則
特定障害者に対する特別障害給付金の
支給に関する法律

年金生活者支援給付金の支給に関する
法律

国民年金法施行令 老齢福祉年金市町村事務処理基準
特定障害者に対する特別障害給付金の
支給に関する法律施行令

年金生活者支援給付金の支給に関する
法律施行令

国民年金法施行規則
特定障害者に対する特別障害給付金の
支給に関する法律施行規則

年金生活者支援給付金の支給に関する
法律施行規則

国民年金市町村事務処理基準 特別障害給付金市町村事務処理基準 年金生活者支援給付金市町村事務処理基準
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交付金の概要を知る前に、各種年金の概要について知りたい担当者の方は下記のコンテンツをご利用ください。

市町村国民年金事務サポートツール

ダイジェスト版（制度編）

【厚生労働省】

国民年金業務の初任者の方にまずは受講していただきたい研修です。

国民年金制度の基礎的な概念を理解していただく内容となっており、

 適用・免除関係と給付関係の２つで構成されています。資料をダウンロード後、動画の視聴をおすすめします。

【資料】 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000079302.html

【動画（適用・免除）】 https://www.youtube.com/watch?v=HHLDDux91vE

【動画（給付）】 https://www.youtube.com/watch?v=bHo2gMUS_r8

市町村国民年金事務サポートツール

基礎編（制度編）

【厚生労働省】

国民年金法の条文なども引用しながら国民年金制度について詳しく学ぶための研修です。

 実務上判断に迷ったときなどに制度について詳しく学習できます。

 内容が多岐に渡る為、以下のURLから資料のダウンロードや動画の視聴をお願いします。

【URL】 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000079440.html

年金生活者支援給付金

 年金生活者支援給付金について

【厚生労働省】

年金生活者支援給付金の概要や受給要件関連法令などについて確認できるサイトです。

 以下のURLより詳細をご確認ください。

【URL】https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000143356_00002.html

E.各種制度の概要について詳しく知りたい（学習コンテンツの紹介）
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２ 交付金の対象となる事務

A.法定受託事務と協力・連携事務

B.法定受託事務と協力・連携事務の内容
          国民年金／年金生活者支援給付金
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A.法定受託事務と協力・連携事務

協力・連携事務法定受託事務
国が本来行うべき事務を市町村に法律で依頼している事務です。

国民年金法、年金生活者支援給付金の支給に関する法律や政令の

規定に基づき、事務処理基準等が示されています。

主な業務例
・資格取得の届出の受理、保険料免除の申請の受理等（国民年金）

・認定請求書の受理等（年金生活者支援給付金）

関連法令等
・国民年金法第3条第3項(管掌)

・国民年金法施行令第1条の2(市町村が処理する事務)

・国民年金法施行規則(具体的な届出等)

・国民年金市町村事務処理基準

・年金生活者支援給付金の支給に関する法律第38条

(市町村長が行う事務)

・年金生活者支援給付金の支給に関する法律施行令第15条

(市町村長が行う事務)

・年金生活者支援給付金の支給に関する法律施行規則

(具体的な届出等)

・年金生活者支援給付金市町村事務処理基準

平成14年の地方分権一括法で法定受託事務として整理されな

かったもので、住民である被保険者に対してサービスの低下を

招かないように協力・連携して実施している事務です。

主な業務例
・保険料の納付案内（国民年金のみ）

・制度周知の相談、市町村の広報誌を活用した制度周知の広報

関連法令等
・国民年金事務費交付金等交付要綱の8

・年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金交付要綱の7

資料のダウンロードや動画視聴は当局HPへ

当局公式ホームページでは、各種参考資料の提供。

各種報告様式に関するYouTube動画の公開等を

行っております。是非ご活用ください。
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B-1-1.法定受託事務の内容 （国民年金）

法定受託事務の内容 （国民年金） 根拠条文

１

被保険者（第２・３号被保険者を除く。）からの資格の取得・喪失、種別の変更、氏名・住所の変更等に関する届書

（機構からの勧奨状等を含む）を受理し、その届出に係る事実を審査するとともに、年金事務所等に報告すること。

※平成30年３月５日以降の住民票の異動に係る被保険者からの氏名・住所の変更に関する届出、死亡届については、届出省略を開始するため、

    個人番号が指定されない者を除き、原則として当該届出に係る年金事務所等への報告は不要。

【国法12①④】

２ 任意加入（高齢任意加入を含む。以下同じ）及び資格喪失の申出を受理し、申出に係る事実を審査するとともに、年金事務所等に報告すること。
【国法附則5、改正法附則（H6）11

①⑥・(H16)23①⑥、国令1の2】

３
保険料の全額、３／４、１／２、１／４の免除、学生納付特例、納付猶予、産前産後免除等の申請を受理し、申請に係る事実を審査するとともに、

年金事務所等に報告すること。

【国法90・90の２・90の３・105

①・改正法附則（H16）19②③・

（H26）14①②、国令1の2】

４ 付加保険料納付・辞退の申出または納付該当・非該当の届出を受理し、申出に係る事実を審査するとともに、年金事務所等に報告すること。 【国法87の2①③、国令1の2】

５

受給権者からの以下の裁定その他給付に係る申請等を受理し、申請等に係る事実を審査するとともに、年金事務所等に報告すること。

①第１号被保険者期間（任意加入期間（高齢任意加入期間を含む。）を含む。）のみの老齢基礎年金

②旧陸軍共済組合期間のある老齢年金
③第１号被保険者期間、６０歳以上６５歳未満、２０歳前等に初診日のある障害基礎年金及び障害基礎年金額改定請求書
④特別障害給付金
⑤第１号被保険者死亡による遺族基礎年金
⑥寡婦年金
⑦死亡一時金
⑧特別一時金
⑨第１号被保険者期間、第３号被保険者期間、 ６０歳以上６５歳未満、２０歳前等に初診日のある障害基礎年金に係る未支給年金
⑩遺族基礎年金のみの受給に係る未支給年金
⑪寡婦年金に係る未支給年金
⑫併給調整による支給停止、配偶者または子の不明による遺族基礎年金の支給停止の解除申請
⑬老齢福祉年金、障害福祉年金、母子（準母子）福祉年金
⑭旧法障害年金額改定請求書

【国法16・19①・34、国令1の2】

６ 第１号被保険者(任意加入及び高齢任意加入含む)及び受給権者(上記５⑨⑩⑪に限る)の死亡に関する届出を受理し、届出に係る事実を審査すること。 【国法105、国令1の2】

※1「事実の審査」とは市町村の保有する公簿（戸籍、住民票、市町村民税課税台帳等）により、住所・氏名・生年月日及び所得の状況等を確認することです。

※2「年金事務所に報告する」とは、年金事務所へ書類の原本や電子媒体等を送付することです。
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B-1-2.法定受託事務の内容（年金生活者支援給付金）

年金生活者支援給付金法定受託事務の内容 根拠条文 交付金算定の考え方

１ 第１号被保険者期間のみを有する者の老齢給付金及び補足的老齢給付金の認定の請求等を受理し、
請求等に係る事実を審査するとともに、日本年金機構に送付すること。

【法５・12】
【令15①一16.17】
【則64】

〇
事務費政令第１号
年金と併せて請求されても給付金としての事務が
発生するため。

２ 第１号被保険者期間中に初診日のある障害基礎年金等（※）に係る障害給付金の認定の請求等を受理し、
請求等に係る事実を審査するとともに、日本年金機構に送付すること。

【法17】
【令15①二16.17】
【則64】

〇
事務費政令第１号
年金と併せて請求されても給付金としての事務が
発生するため。

３ 第１号被保険者期間及び第３号被保険者期間に初診日がある傷病に係る障害基礎年金等（※）に係る
障害給付金の未支払分の請求等を受理し、請求等に係る事実を審査するとともに、日本年金機構に送付すること。

【法19】
【令15①三16.17】
【則64】

× 未支払給付金は未支給年金と様式が一体型となっ
ており、給付金としての事務が生じないため。

４ 第１号被保険者の死亡を支給事由とする遺族基礎年金（※）に係る遺族給付金の認定の請求等を受理し、
請求等に係る事実を審査するとともに、日本年金機構に送付すること。

【法22】
【令15①四16.17】
【則64】

〇
事務費政令第１号
年金と併せて請求されても給付金としての事務が
発生するため。

５ 遺族基礎年金（※）を受給している者に係る遺族給付金の未支払分の請求等を受理し、
請求等に係る事実を審査するとともに、日本年金機構に送付すること。

【法24】
【令15①五16.17】
【則64】

× 未支払給付金は未支給年金と様式が一体型となっ
ており、給付金としての事務が生じないため。

6
第１号被保険者期間並びに第３号被保険者期間に初診日がある傷病に係る障害基礎年金等（※）に係る障害給付金及
び第１号被保険者の死亡を支給事由とする遺族基礎年金（※）に係る遺族給付金に係る法第35条の規定による届出又
は書類その他の物件の提出の受理及び当該届出等に係る事実を審査するとともに、日本年金機構に送付すること。

 （７に該当するものを除く）

【法35】
【令15①六16.17】
【則64】

×
原則、諸変更手続は年金と共に行う必要があるが、
施行規則の規定上、給付金は年金で届出された場
合、届出を行ったものとみなされ、事務が生じな
いため。

7
法第35条第１項の規定による届出等であって、同項に規定する給付金受給者又は給付金受給者の属する世帯の
世帯主等の収入の状況に係るものの受理及び当該届出等に係る事実を審査するとともに、
日本年金機構に送付すること。

【法35】
【令15①七16.17】
【則64】

×
給付金受給者の所得状況届は、実務上機構が所得
を把握できる者については提出が省略され、原則、
当該届出の提出者は存在しないため。

8 厚生労働大臣からの求めに応じて、給付金受給資格者等又は給付金受給資格者等の属する世帯の
世帯主等の収入の状況に関して必要な情報の提供を行うこと。

【法39・40】

〇 事務費政令第２号 (国保中央会ルート)

× マイナンバーによる情報連携

×

本人からの届出
所得証明書の発行
(市町村が発行手数料を徴収するため)
所得状況届の事実の確認
(認定請求と併せて行うものであるため)

〇 事務費政令第２号 (公用照会)

（※）障害基礎年金又は遺族基礎年金については、それぞれ障害厚生年金又は遺族厚生年金と同時に発生する場合は除く
12



B-2-1.協力・連携事務の内容 （国民年金）

国民年金協力・連携事務の内容

１ 資格取得時等における納付督励、口座振替、クレジットカード納付及び前納の促進

２ 国民健康保険等他の公金と併せた口座振替、クレジットカード納付及び前納の促進

３ 保険料納付督励及び制度周知に関する広報記事の広報誌への掲載

４ 市町村において行われる業務や年金制度の周知に関する相談

５

日本年金機構との合意により行われる各種情報提供

    ①｢国民年金保険料未納者対策及び社会保険料控除の適正化について｣に基づく日本年金機構への情報提供

    ②電話番号の情報提供

    ③法定受託事務以外の各種申請書及び届書等の回送

    ④上記①から③までの項目に基づく情報提供以外に日本年金機構との合意により行われる情報提供

６

その他の地域の実情を踏まえた協力

①申請免除該当者に係る案内状送付等による申請手続きの周知

②障害者手帳交付者への障害年金請求手続きの周知・案内

③上記のほか、地域の実情を踏まえ国民年金事業を安定的に運営していくために市町村と厚生労働大臣が特に必要があると認めたもの

※ 交付要綱、協力・連携計画書及び協力・連携算定基礎表の改正により変更になる場合がありますのでご留意ください。 13



B-2-2.協力・連携事務の内容 （年金生活者支援給付金）

※ 交付要綱、協力・連携計画書及び協力・連携算定基礎表の改正により変更になる場合がありますのでご留意ください。

項目 年金生活者支援給付金協力・連携の内容

１ 広報誌への掲載
年金生活者支援給付金の制度周知に関する
広報記事の広報誌への掲載

２ 制度・手続に関する相談
年金生活者支援給付金の制度・手続に関する
来訪・電話・文書による相談

３
日本年金機構との合意により行われる
各種情報提供

① 法定受託事務以外の各種申請書及び届書等の回送

② 市町村が独自に行う認定請求の勧奨

③ 上記①の項目に基づく情報提供以外に日本年金機構との
合意により行われる情報提供

④情報提供に必要なシステム開発等

４ その他地域の実情を踏まえた協力・連携

14



3 交付金について

 A.交付金の種類と決定方法
交付金の種類と関連法令等／交付金の決定方法

B.算定額
          国民年金の算定方法／年金生活者支援給付金の算定方法／算定額のまとめ

C.現要額
          人件費と物件費

15



A-1-1.交付金の種類と関連法令等

交付金の種類 関連法令等

法定受託事務に係る経費

基礎年金等事務

＋
福祉年金事務

①人件費

・国民年金法第86条(事務費の交付)

・国民年金法に基づき市町村に交付する事務費に関する政令

・国民年金の事務費交付金の算定に関する省令

基礎年金等に係る人件費・・・省令第２条第１項

基礎年金等に係る物件費・・・省令第２条第２項

老齢福祉年金に係る人件費・・省令第２条第３項

老齢福祉年金に係る物件費・・省令第２条第４項

②物件費

③特別障害給付金事務
（人件費＋物件費）

・特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律第20条(事務費の交付)

・特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律に基づき

市町村に交付する事務費に関する政令

④協力・連携事務に係る経費 
（人件費＋物件費）

・国民年金事務費交付金等交付要綱

⑤法定受託事務に係る経費
・年金生活者支援給付金の支給に関する法律第27条 （事務費の交付）

・年金生活者支援給付金の支給に関する法律に基づき市町村に交付する事務費に関する政令

・年金生活者支援給付金の事務費交付金の算定に関する省令

⑥協力・連携事務に係る経費 ・年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金交付要綱

国
民
年
金
事
務
費
交
付
金
等

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

支
給
業
務
市
町
村
事
務
取
扱
交
付
金
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A-1-2.交付要綱

国民年金事務費交付金等交付要綱

年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金交付要綱

国民年金事務費交付金等交付要綱

(根拠法令等) １に通則として記載

(交付金の算定方法) 2～７に記載

(協力・連携事務の内容) ８に記載

(その他、交付の申請方法等) ９～1６に記載

(交付金の対象となる経費) 別表に記載

年金生活者支援給付金

支給業務市町村事務取扱交付金交付要綱

(根拠法令等) １に通則として記載

(交付金の算定方法) 2～6に記載

(協力・連携事務の内容) 7に記載

(その他、交付の申請方法等）8～15に記載

(交付金の対象となる経費) 別表に記載

交付要綱とは、前頁の関連法令等に基づき定められた交付金の算定方法、協力・連携事務の内容、交付金の申請方法についてまとめたものです。

国民年金と年金生活者支援給付金で２種類あり、内容はほぼ同じです。

交付金に関するあらゆる事項が記載されており、この交付要綱を把握することが、交付金業務を理解する第一歩です。

これから交付要綱の内容について説明していきますが、全てを覚える必要は無く、｢だいたいこんなものか｣と全体をおおまかに理解できれば大丈夫です。

   交付要綱について | 九州厚生局（kouseikyoku.go.jp）

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kyushu/nenkin_chosei/index.html

                     交付要綱は九州厚生局のホームページよりダウンロードできます。

交付要綱

17



A-1-3.算定額と現要額

算定額

交付金の種類によって異なりますが、政省令や交付要綱に

より算定される額です。各種算定額の算定方法については、

以下の表をご覧ください。

現要額

市町村が年金事務に要する人件費や物件費の支出額です。

対象となる費用は、交付要綱の別表に定められています。

費用の把握においては、他部署との連携が重要となります

ので、早めに準備をお願いします。

交付要綱は九州厚生局年金調整課HPからダウンロード出来ます。

18

法定受託事務 協力・連携事務

国
年

各市町村の第１号被保険者・免除者・受
給権者の人数や政省令により定めらた基
本単価、各種補正係数などによって算出

年金相談件数、各種情報提供件数等

×

単価

＋

実費
給
付
金

認定請求書受理件数×単価×補正係数

所得情報提供件数×単価

各種算定額の算定方法について

算定額の基となる協力・連携事務の件数については、

「協力・連携算定基礎表」、「特別事情分算定基礎表」

で報告します。

現要額については、「支出見込額報告書」で報告します。



A-2-1.交付金の決定方法（国民年金）

①～③法  定  受  託  事  務 ④協力・連携に係る経費

(人件費+物件費 )基礎年金等事務費＋福祉年金事務費
③特別障害給付金事務費

(人件費＋物件費)
①人件費 ②物件費

交付申請額（80万円）

算定額決定

交付申請額（80万円）

現要額決定

交付申請額（80万円）

算定額決定

交付申請額(８０万円)

算定額決定 ※実費分は同額計上

算
定
額80万円

算
定
額

現
要
額

交付金は、基本的に年金事務に要した費用を満額交付するものではありません。

上図のように、交付金の種類ごとに算定額と現要額を比較し、低い方の金額を交付額としています。

ただし、例外として「広報誌」、「システム改修経費」等については、実費交付となりますので、

算定額と現要額それぞれに同額を計上し比較しないようにしています。

現
要
額 100万円 80万円 100万円

算定額と現要額を比較し低い方の金額を交付する！

算
定
額

システム改修経費(実費)

広報誌(実費)

85万円

5万円

10万円

計80万円 現
要
額65万円

5万円

10万円

計100万円

現
要
額 80万円

算
定
額100万円
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A-2-2.交付金の決定方法（年金生活者支援給付金）

⑤法  定  受  託  事  務 ⑥協力・連携に係る経費

交付申請額（80万円）

現要額決定

交付申請額(８０万円)×調整率
※実費分は同額計上 ※調整率は厚生労働大臣が別に定める率(令和６年度=1)

算定額決定

算
定
額

現
要
額

80万円100万円

算
定
額

システム改修経費(実費)

広報誌(実費)

85万円

5万円

10万円

計80万円 現
要
額65万円

5万円

10万円

計100万円

交付金は、基本的に年金事務に要した費用を満額交付するものではありません。

上図のように、交付金の種類ごとに算定額と現要額を比較し、低い方の金額を交付額としています。

ただし、例外として「広報誌」、「システム改修経費」等については、実費交付となりますので、

算定額と現要額それぞれに同額を計上し比較しないようにしています。

算定額と現要額を比較し低い方の金額を交付する！

20



A-2-3.算定額と現要額の算定対象期間

前年度 当該年度

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 7月 8月 9月 １0月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

算定額 前年度の１月から当該年度の12月まで

算定額
（実費分）

当該年度の４月から３月まで

現要額 当該年度の４月から3月まで

算定額の算定期間は、基本的に前年度の１月～当該年度の12月までです。この期間における平均被保険者数、

平均受給権者数、平均保険料免除者数などや協力・連携事務の実績件数等により算定額が算出されます。

なお、協力・連携事務のうち、実費分（広報誌やシステム改修経費など）については算定期間が当該年度の４月～３月までになります。

現要額の算定期間については、当該年度の４月～３月まで（つまり、支出負担行為をする会計年度）になります。

算定額と現要額の算定対象期間は異なる！

21



B-1-1.算定額（国民年金の算定方法）- 精算交付申請書でみる基礎年金、福祉年金の算定額の決定 -

適用等事務

適用事務基本単価×補正係数×第1号被保険者数（年間平均）

給付事務

給付事務基本単価×補正係数×受給権者数（年間平均）

免除事務

免除事務基本単価×補正係数×免除者数（年間平均）

人件費／物件費 算定額

人件費＝（適用＋給付＋免除）
物件費＝（適用＋給付＋免除＋特別事情分）

特別事情分

省令第２条第２項括弧書による算定

福祉年金事務算定額

福祉基本単価 × 福祉年金受給者件数（平均）

22



B-1-2.算定額（【参考】算定額の算出に必要な各種係数（令和６年度））

国民年金 年金生活者支援給付金

省令第１条第１号関係
別表第一（１）
【地域差の係数】

１級地 0.108

２級地 0.105

３級地 0.105

４級地 0.103

５級地 0.101

６級地 0.098

７級地 0.096

無級地 0.094

省令第１条第２号関係 別表第一（２）
【地域差の係数】

Iの地域の10種地 0.022 Ⅱの地域の10種地 0.014

Iの地域の９種地 0.022 Ⅱの地域の９種地 0.014

Iの地域の８種地 0.022 Ⅱの地域の８種地 0.011

Iの地域の７種地 0.018 Ⅱの地域の７種地 0.011

Iの地域の６種地 0.010 Ⅱの地域の６種地 0.009

Iの地域の５種地 0.007 Ⅱの地域の５種地 0.007

Iの地域の４種地 0.000 Ⅱの地域の４種地 0.000

Iの地域の３種地 0.000 Ⅱの地域の３種地 0.000

Iの地域の２種地 0.000 Ⅱの地域の２種地 0.000

Iの地域の１種地 0.000 Ⅱの地域の１種地 0.000

一般職給与法 地域差
（地域手当の支給地域区分）

区分 係数

１ 級地 0.2

２ 級地 0.16

３ 級地 0.15

４ 級地 0.12

５ 級地 0.1

６ 級地 0.06

７ 級地 0.03

無 級地 0

（１）「区分」欄は、一般職の職員の給与に関する法律の規定による地域手当の支給区分
（２）「係数」欄は、（１）に応じた、一般職の職員の給与に関する法律に規定する割合

省令第１条第１号関係
別表第一（３）
【寒冷地の係数】

１級地 0.026

２級地 0.023

３級地 0.022

４級地 0.018
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B-1-3.算定額（国民年金の算定方法）- 精算交付申請書でみる基礎年金、福祉年金の算定額の決定 -

特別障害給付金の算定額

特障政令に基づく算定
(政令単価×受給権者数)

協力・連携に係る経費
（算定基礎表による報告）

交付要綱に基づく算定
(年金相談件数、各種情報提供件数等×単価＋実費)

24



B-1-4.各種算定単価と関係法令（国民年金）

項目 内 容
参考単価

Ｒ６年度

基礎年金 人件費
算定基礎額

適用等事務

国民年金の事務費交付金の算定に関する省令により第一条一～六に単価が定められており、
省令改正（毎年３月中旬）により年度毎に単価が変わる可能性がある。

706.237円

給付事務 527.754円

免除事務 1,445.168円

基礎年金 物件費
算定基礎額

適用等事務 302.404円

給付事務 226.083円

免除事務 620.336円

基礎年金の各種補正係数
国民年金の事務費交付金の算定に関する省令（別表）に定められており、
省令改正（毎年３月中旬）により変わる可能性がある。

福祉年金算定額
人件費

国民年金の事務費交付金の算定に関する省令により第二条3～4に単価が定められており、
国民年金事務費交付金等交付要綱の取扱い（毎年３月中旬）により年度毎に単価が変わる可能性がある。

52.874円

物件費 7.208円

特別障害給付金算定額
特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律に基づき市町村に交付する事務費に関する政令に
単価が定められており、国民年金事務費交付金等交付要綱の取扱い（毎年３月中旬）により年度毎に単価
が変わる可能性がある。

2,662.007円

協力・連携にかかる経費

国民年金事務費交付金等交付要綱の８に対象となる事務の内容が定められ、
単価については、毎年、国民年金事務費交付金等交付要綱の取扱い（毎年３月中旬）により定められる。

※１ 毎年1月頃に提出頂く算定基礎表により算定額を算定する。
※２ システム改修経費や広報誌は実費計上となり、現要額にも同額を計上し丈比べの対象としない。

次ページ
参照
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B-1-5.算定額（協力・連携の単価 国民年金（令和６年度））

項目 内 容
単価

Ｒ６年度

資格取得時等の
納付督励等

納付督励 別に定める額に、資格取得届等の前年度1月から当該年度12月までの受理件数（納付督励を行ったものに限る。）を乗じて得た額 220円

口座振替促進 別に定める額に、口座振替申出書の前年度1月から当該年度12月までの受理件数を乗じて得た額 500円

クレジットカード納
付

別に定める額に、クレジットカード納付申出書の前年度1月から当該年度12月までの受理件数を乗じて得た額 500円

前納促進 別に定める額に、前納申出の前年度1月から当該年度12月までの受理件数を乗じて得た額 500円

国保等他の公金
と併せた口座振
替・前納の促進

口座振替・前納促進 別に定める額に、前年度1月から当該年度12月までの口座振替、クレジットカード納付及び前納促進件数を乗じて得た額 220円

口座振替申出書受理 別に定める額に、口座振替申出書の前年度1月から当該年度12月までの受理件数を乗じて得た額 500円

クレジットカード納
付

別に定める額に、クレジットカード納付申出書の前年度1月から当該年度12月までの受理件数を乗じて得た額 500円

前納申出受付 別に定める額に、前納申出の前年度1月から当該年度12月までの受理件数を乗じて得た額 500円

広報誌への掲載 保険料納付督励及び制度周知に関する広報記事の広報誌等への掲載 実費

制度周知等に関する相談 市町村において行われる業務や年金制度の周知に関する来訪・電話・文書による相談及び被保険者名簿の交付 590円

各種情報提供

所得情報等の情報提供(紙） 30円

所得情報等の情報提供(磁気媒体） 30円

電話番号の情報提供 190円

法定受託事務以外の各種申請書及び届書等の回送 500円

上記の項目に基づく情報提供以外に日本年金機構との合意により行われる情報提供 115円

その他地域の実情を踏まえた協力

申請免除該当者にかかる案内状送付等による申請手続きの周知 500円

障害者手帳交付者への障害年金請求手続きの周知・案内 1,760円

その他 実費

協
力 
・
連
携
算
定
基
礎
表

で

報

告
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B-2-1.算定額（年金生活者支援給付金の算定方法）

法定受託事務

1.認定請求書の受理 基準単価 (政令 )  × 地域差の係数 × 認定請求書受理件数

２.所得情報の提供 基準単価  (政令 )  × 所得情報提供件数

協力・連携に係る経費

１．年金生活者支援給付金の制度周知に関する広報誌への掲載 実費

２．年金生活者支援給付金の制度・手続に関する来訪・電話・文書による相談 基準単価×来訪、電話、文書による相談件数

３．各種情報提供

ア.法定受託以外の各種申請書及び届書等の回送 基準単価×回送件数

イ.市町村が独自に行う認定請求の勧奨 実費

ウ.上記のアに基づく情報提供以外に

  日本年金機構との合意により行われる情報提供
基準単価×情報提供件数

エ.情報提供等に必要なシステム開発等 実費

４．その他地域の実情を踏まえた協力・連携 厚生労働大臣が別に定める額

事務内容の単価については毎年３月に「令和○年度における年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金交付要綱の取扱いについて」

(以下「給付金交付要綱の取扱い通知」という。）にて通知します。

27



B-2-2.算定額（年金生活者支援給付金の算定方法）

１．認定請求書の受理

２．所得情報の提供

協力・連携

28



B-2-3.算定額（年金生活者支援給付金の算定方法）

協力・連携に係る経費

29



B-2-4.各種算定単価と関係法令（年金生活者支援給付金）

年金生活者支援給付金 法定受託事務の基準単価

項目 内容 単価 R６年度

認定請求書の受理
（政令１号による算定）

老齢・補足的老齢、障害、遺族等の認定請求書の受理件数。
単価については、年金生活者支援給付金の支給に関する法律に基づき市町村に交付する事務費に関する政令第1号により定められ、
政令改正（毎年３月中旬）により年度毎に単価が変わる可能性がある。

2,180.303円

所得情報等の提供
（政令２号による算定）

71通知、公用照会等、支給要件判定に係る所得情報等の提供
単価については、年金生活者支援給付金の支給に関する法律に基づき市町村に交付する事務費に関する政令第２号により定められ、
政令改正（毎年３月中旬）により年度毎に単価が変わる可能性がある。

30円

年金生活者支援給付金 協力・連携事務の基準単価

項目 内容 単価 R６年度

広報誌への掲載 年金生活者支援給付金の制度周知に関する広報誌への掲載 実費

制度・手続きに関する相談 年金生活者支援給付金の制度・手続に関する来訪・電話・文書による相談 460円

日本年金機構との合意に
より行われる各種情報提供

① 法定受託事務以外の各種申請書及び届書等の回付 35円

② 支給要件を勘案した上で、市町村が独自に行う、年金生活者支援給付金受給者等への認定請求の勧奨 実費

③ 上記①の項目に基づく情報提供以外に日本年金機構との合意により行われる情報提供 115円

④ 日本年金機構との合意により行われる情報の提供等に必要なシステム開発等に要した額 実費

その他地域の実情を踏まえた協力・連携 実費

年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金交付要綱の7に対象となる事務の内容が定められ、
単価については、毎年、年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金交付要綱の取扱い（毎年３月中旬）により定められる。

※1 毎年1月頃に提出頂く算定基礎表により算定額を算定する。
※2 システム改修経費や広報誌は実費計上となり、現要額にも同額を計上し丈比べの対象としない。 30



B-3.算定額のまとめ

交付金の種類 算定額の算定方法 関係法令

国
民
年
金
交
付
金

法定受託事務

※市町村で報告書を

作成するような

作業はありません。

基礎年金等及び

福祉年金 人件費
各市町村の被保険者・免除者・受給権者の人数や

基本単価、各種補正係数などによって算出

・国民年金法第86条(事務費の交付)

・国民年金法に基づき市町村に交付する事務費に関する政令

・国民年金の事務費交付金の算定に関する省令

・基礎年金等に係る人件費・・・省令第２条第１項

・基礎年金等に係る物件費・・・省令第２条第２項

・老齢福祉年金に係る人件費・・省令第２条第３項

・老齢福祉年金に係る物件費・・省令第２条第４項

基礎年金等及び

福祉年金 物件費

特別障害給付金
特定障害者１人当たり

交付単価(政令)
× 受給権者数

・特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律
第20条(事務費の交付)

・特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律
に基づき市町村に交付する事務費に関する政令

協力・連携事務
(協力・連携算定基礎表にて算定額として報告)

年金相談件数

各種情報提供件数等
× 単価 ＋ 実費 ・国民年金事務費交付金等交付要綱

給
付
金
交
付
金

法定受託事務
※市町村で報告書を作成するような作業はありません。

認定請求書受理件数 × 単価 × 補正係数
・年金生活者支援給付金の支給に関する法律第27条
 （事務費の交付）
・年金生活者支援給付金の支給に関する法律に基づき
市町村に交付する事務費に関する政令

・年金生活者支援給付金の事務費交付金の算定に関する省令
所得情報提供件数 × 単価

協力・連携事務
(協力・連携算定基礎表にて算定額として報告)

年金相談件数

各種情報提供件数等
× 単価 ＋ 実費

・年金生活者支援給付金
支給業務市町村事務取扱交付金交付要綱

31



C.現要額 -人件費と物件費-

人件費

左図の交付要綱の別表に定められている常勤職員、及び会計年度

任用職員（フルタイム）の年金事務に係る給料等です。

あらかじめ、人事担当部署などから年金事務に従事する職員の給

料等の支給情報を取り寄せて把握しておいてください。

物件費

年金事務の処理に係る報酬・旅費・需要費・役務費・委託料等の
こと（左図の交付要綱の別表に定められている対象経費の支出に
限る。）です。日ごろから予算差引簿等で対象となる経費を把握
しておいてください。

現要額

支

出

見

込

額

報

告

書

で

報

告
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4 交付金の実務について

A．年間スケジュール

B．協力・連携計画書

C．概算交付（国民年金）

D．精算交付

E．決算報告

33



A.年間スケジュール

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

国
民
年
金

協力・連携 協力・連携計画書
協力・連携
算定基礎表

概算交付

概算交付申請書

振込口座確認

資金交付
（第１四半期）

振込口座確認

資金交付
（第2四半期）

振込口座確認

資金交付
（第３四半期）

精算交付
支出見込額報告

振込口座確認

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

精算交付申請書

資金交付（精算）

給
付
金

交付関係
協力・連携計画書

（予定）

支出見込額報告

振込口座確認

協力・連携
算定基礎表

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

交付申請書兼請求書

資金交付

共
通

事務説明会 事務説明会
(概要等)

決算
（前年度分）

決算報告 決算実地審査
超過分返還

（納入告知書）
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B.協力・連携計画書

35

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

国
民
年
金

協力・連携 協力・連携計画書
協力・連携
算定基礎表

概算交付

概算交付申請書

振込口座確認

資金交付
（第１四半期）

振込口座確認

資金交付
（第2四半期）

振込口座確認

資金交付
（第３四半期）

精算交付
支出見込額報告

振込口座確認

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

精算交付申請書

資金交付（精算）

給
付
金

交付関係
協力・連携計画書

（予定）

支出見込額報告

振込口座確認

協力・連携
算定基礎表

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

交付申請書兼請求書

資金交付

共
通

事務説明会 事務説明会
(概要等)

決算
（前年度分）

決算報告 決算実地審査
超過分返還

（納入告知書）



B.協力・連携計画書

協力・連携計画書の様式

計画記載の様式

計画している事務を行う時期等を報告する様式

件数報告の様式

単価が決められた事務の

件数を見込みで報告する様式

36

皆様に最初に作成していただくものです。市町村が行う年金事務には、法定受託事務と協力・連携事務があります。

法定受託事務は法令の規定に基づくため、どの市町村でも同じ事務内容です。

しかし、協力・連携事務は市町村の皆様に協力していただいている事務であるため、事務の内容は市町村によって異なります。

そのため、各市町村において、年度の初めに年金事務所と協議し、１年の間に行う事務の計画を立てていただきます。

また、後述する協力・連携に対する交付金の概算交付額を決定するために協力・連携計画書の作成が必要となります。

具体的には事務内容の計画、見込件数の報告、実費分の見込額の報告（広報誌など）を行っていただきます。

協力・連携計画書とは 作業期間 4月中旬依頼 5月中旬締切



C.概算交付（国民年金）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

国
民
年
金

協力・連携 協力・連携計画書
協力・連携
算定基礎表

概算交付

概算交付申請書

振込口座確認

資金交付
（第１四半期）

振込口座確認

資金交付
（第2四半期）

振込口座確認

資金交付
（第３四半期）

精算交付
支出見込額報告

振込口座確認

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

精算交付申請書

資金交付（精算）

給
付
金

交付関係
協力・連携計画書

（予定）

支出見込額報告

振込口座確認

協力・連携
算定基礎表

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

交付申請書兼請求書

資金交付

共
通

事務説明会 事務説明会
(概要等)

決算
（前年度分）

決算報告 決算実地審査
超過分返還

（納入告知書）
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C-1.概算交付 (国民年金) -概算交付の流れとスケジュール-

38

当該年度の国民年金事務費交付金等の金額は、３月に決定して交付しますが、必要と認められる経費については、

あらかじめ概算で交付することができることになっており、これを概算交付といいます。（国民年金事務費交付金等交付要綱の９）

概算交付額は３期（６月、９月、12月）に分けて交付しています。

各期の交付額については、第１四半期の概算交付時に通知します。概算交付額の決定方法については後程、ご説明いたします。

概算交付とは

概算交付の流れとスケジュール

内容 厚生労働省年金局 九州厚生局 各市町村

①口座情報の確認依頼（各期で依頼） ５,７,10月に厚生局へ依頼 ５,７,10月に各市町村へ依頼 口座情報の確認

②口座情報の報告（各期で報告） 口座情報の確認 ５,8,11月に年金局へ報告 5,8,11月に厚生局へ報告

③概算交付算出率の通知（第１四半期のみ） ６月に厚生局へ通知 ６月に各市町村へ通知 概算交付申請書の確認

④概算交付申請書の提出（第１四半期のみ） 概算交付申請書の確認 ６月に年金局へ報告 ６月に厚生局へ報告

⑤概算交付決定額の通知（第１四半期のみ） ６月に厚生局へ通知 ６月に各市町村へ通知 概算交付額の確認

⑥概算交付の通知（各期で通知） 6,9,12月に厚生局へ通知 6,9,12月に各市町村へ通知 概算交付内訳額の確認

⑦概算交付振込（各期で振込） 6,9,12月に各市町村へ振込 振込内容の確認



C-２ .概算交付 (国民年金) –概算交付額の決定方法-

1
0
0
万
円

70
万
円

1
0
0
万
円

30
万円

1
0
0
万
円

40
万円

39

概算交付額の決定

基礎年金等及び福祉年金に係る事務費交付金 国民年金事務に係る
協力・連携に対する交付金①人件費 ②物件費 ③特別事情分

× 0.7 = × 0.3 = なし × 0.4 =

前年度の交付決定額 × 別に定める算出率

                            (R6=0.7)

前年度の交付決定額 × 別に定める算出率

                            (R6=0.3)
別に定める額

今年度の

協力・連携計画書
×

別に定める算出率

（R6＝0.4）

ふ概算交付額 70万円 概算交付額 30万円 概算交付額 0万円 概算交付額 40万円

第１四半期

（R6＝0.4）

第２四半期

(R6=0.3)

第３四半期

(R6=差額)

第１四半期

（R6=0.4）

第２四半期

（R6=0.3）

第３四半期

(R6=差額)

第１四半期

(R6=なし)

第２四半期

(R6＝なし)

第３四半期

（R6＝なし）

第１四半期

（R6=0.4）

第２四半期

（R6＝0.3）

第３四半期

(R6=差額)

28万円 21万円 21万円 12万円 9万円 9万円 0万円 0万円 0万円 16万円 12万円 12万円



C-3.【参考】概算交付 (国民年金) -別に定める率、各期の配分決定-

概算交付については、国民年金事務費交付金等交付要綱12について規定され、各交付金の概算交付額の算出率は「別に定める」とされています。
「別に定める算出率」や各期の交付額の割合については、毎年５～６月に年金局より発出される通知（以下参照）において示されます。

交付要綱12（１）①は人件費（基礎＋福祉）

交付要綱12（１）②は物件費（基礎＋福祉）

交付要綱12（２）は協力・連携に係る経費

をそれぞれ指しています。

40



C-4.概算交付 (国民年金) -概算交付申請書とまとめ-

前年度の交付決定額等

基礎年金事務及び福祉年金事務に係る事務費交付金(人件費、物

件費) については、前年度の交付決定額に算出率を乗じて概算交

付申請額を決定します。

算出率

(※算出率の割合＝交付要綱で別に定める率)

算出率については毎年、第１四半期の概算交付時に通知します。

概算交付申請額

概算交付申請額を３期（６月、９月、12月）に分けて交付して

います。各期の交付の分け方については、

第１四半期の概算交付時に通知します。

41

振込口座

概算交付額の振込口座については各期（６月、９月、12月）

において、情報に変更がないか確認をお願いしています。

当該年度計画額（協力・連携に係る経費）

国民年金事務に係る協力・連携に対する交付金については、

当該年度の計画額に算出率を乗じて概算交付申請額を決定します。

なお、この部分の金額を確定するために毎年度４～５月に

協力・連携計画書の作成をお願いしています。



C-５ .概算交付 (国民年金) -概算交付決定通知書-

700,000 280,000 210,000 210,000

300,000 120,000 90,000 90,000

400,000 160,000 120,000 120,000

1,400,000 560,000 420,000 420,000

各期の振込時に概算交付額を確認してください！

概算交付申請書を提出すると、厚生労働省年金局から

九州厚生局経由で概算交付決定通知書が送付されます。

令和６年度の第１四半期までは、左図の概算交付決定通知書のほかに、各期

ごとに概算交付の内訳を送付していましたが、令和６年度の第２四半期から

は、概算交付額に変更がある場合に送付することとしました。

よって、各期の振込時に概算交付額をご確認いただく際には例年６月に送付

する概算交付決定通知書にてご確認ください。

各期の概算交付額（内訳）は、概算交付決定
通知書でご確認いただくことになりますので、
すぐに確認出来るように保管をお願いします。
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D.精算交付

43

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

国
民
年
金

協力・連携 協力・連携計画書
協力・連携
算定基礎表

概算交付

概算交付申請書

振込口座確認

資金交付
（第１四半期）

振込口座確認

資金交付
（第2四半期）

振込口座確認

資金交付
（第３四半期）

精算交付
支出見込額報告

振込口座確認

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

精算交付申請書

資金交付（精算）

給
付
金

交付関係
協力・連携計画書

（予定）

支出見込額報告

振込口座確認

協力・連携
算定基礎表

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

交付申請書兼請求書

資金交付

共
通

事務説明会 事務説明会
(概要等)

決算
（前年度分）

決算報告 決算実地審査
超過分返還

（納入告知書）



D-1.精算交付（国民年金）-精算交付の流れとスケジュール-

先に交付している概算交付額は、前年度の交付決定額や協力・連携計画書の見込額等を基に決定していますので、暫定的な金額です。

そのため、今年度の実績に基づいて精算交付を行うことになります。

その際には、算定に関する政省令や交付要綱の改正内容を踏まえ、精算交付を行います。

なお、年金生活者支援給付金分の交付の流れは、国民年金分の精算交付と同様のほぼ同じです。

精算交付とは

精算交付の流れとスケジュール

内容 厚生労働省年金局 九州厚生局 各市町村

①精算交付事務の連絡 12月に厚生局へ通知 12月に各市町村へ通知 各種様式の作成、口座の確認

②支出見込額報告書の報告 支出見込額報告書の集計 審査 ２月に年金局へ報告 １月に厚生局へ報告

③協力・連携算定基礎表の報告 協力・連携算定基礎表の集計 審査 ２月に年金局へ報告 １月に厚生局へ報告

④精算口座情報の報告 精算口座を確認 １月に年金局へ報告 １月に厚生局へ報告

⑤政省令改正、交付要綱取扱等の通知 ３月に厚生局へ通知 ３月に各市町村へ通知 精算交付申請書の確認

⑥精算交付申請書の提出 集計後 交付決定額通知の作成 ３月に年金局へ報告 ３月に厚生局へ報告

⑦交付決定額の通知 ３月に厚生局へ通知 ３月に各市町村へ通知 交付額の決定
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D-2.精算交付-支出見込額報告書-

当該年度の予算で支出する年金事務（国民年金等や年金生活者支援給付金）に係る

市町村において現に必要とする額（見込みを含む）を報告する様式です。

支出見込額報告書とは

支出見込額報告書の様式

職員情報登録様式

人 件 費 登 録 様 式

物件件費登録様式

動画にて概要や様式の入力を解説

基本編

初任者向けに、支出見込額報告書様式を作成する際の
基本的な考え方や準備、注意事項について説明。

様式入力編

初任者向けに、支出見込額報告書様式を作成する際の
基本的な考え方や準備、注意事項について説明。
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D-3-1.精算交付-協力・連携算定基礎表-

前年度の１月～当該年度の12月までの協力・連携事務の実績件数等を報告する様式です。

なお、実費分（広報誌やシステム改修経費など）については算定期間が当該年度の４月～３月までになります。

協力・連携算定基礎表とは

協力・連携算定基礎表の様式

件数報告の様式 国 民 年 金 分 件数報告の様式年金生活者支援給付金分
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基礎数値の提供（国民年金） 年金事務所から市町村へ毎年１月下旬頃に情報提供があります。

D-3-2.精算交付 -協力・連携算定基礎表- （国民年金）

原則0件
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D-4.精算交付（国民年金） -精算交付額の決定-

前年度の交付決定額(協力・連携は当該年度の計画額)を基に、年に３回概算払い（概算交付額）を行います。

その後、年度の後半に当該年度の交付額を決定します。

年度末に、交付決定額から概算交付額を差し引いた上で、精算交付を行います。

精算交付額（国民年金交付金）の決定
「算出率」については毎年、

第１四半期の概算交付時に通知されています。

①人件費

１回目 ２回目 ３回目

精算交付額

 前年度人件費交付額の７割を概算交付

②物件費

１回目 ２回目 ３回目

精算交付額

前年度物件費交付額（特別事情分は除く）の３割を概算交付

③特別障害給付金 精算交付額

④協力・連携

１回目 ２回目 ３回目

精算交付額

当該年度計画額の４割を概算交付

概 算 交 付 額

概 算 交 付 額

概 算 交 付 額

は交付決定額
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D-５-1.精算交付（国民年金） -精算交付申請書のまとめ-

各種費用

① 算定額

② 現用額

③ 交付申請額

④ 概算交付額

⑤ 精算交付申請額

精算交付申請額決定までの流れ
まずは、①算定額と②現要額を比較し、

低い方の①算定額が③交付申請額となります。

次に、③交付申請額から④概算交付額を差し引いた金額が、

⑤精算交付申請額となります。

そして、③交付申請額が④概算交付額を

下回った場合は返還となる場合があります。

なお、特別障害給付金事務費交付金については、

概算交付はありません。
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D-５-2.精算交付（年金生活者支援給付金）  -交付申請書兼請求書とまとめ-

交付申請書兼請求書 (年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金)

① 算定額（法定受託事務件数）

② 算定額（協力・連携算定基礎表）

③ 現要額（支出見込額報告書）

④ 特別事情分（支出見込額報告書／特別事情分算定基礎表）

⑤ 交付申請額

国民年金と同じように

算定額と現要額を比較した結果、

低い方の金額が交付申請額になります。

① ① ① ③

② ③

④ ④ ④

⑤
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E.決算報告

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

国
民
年
金

協力・連携 協力・連携計画書
協力・連携
算定基礎表

概算交付

概算交付申請書

振込口座確認

資金交付
（第１四半期）

振込口座確認

資金交付
（第2四半期）

振込口座確認

資金交付
（第３四半期）

精算交付
支出見込額報告

振込口座確認

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

精算交付申請書

資金交付（精算）

給
付
金

交付関係
協力・連携計画書

（予定）

支出見込額報告

振込口座確認

協力・連携
算定基礎表

特別事情分
算定基礎表

交付予定額の確認

交付申請書兼請求書

資金交付

共
通

事務説明会 事務説明会
(概要等）

決算
（前年度分）

決算報告 決算実地審査
超過分返還

（納入告知書）
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E.決算報告

令和7年 ３月 令和６年度交付金 交付決定 （厚生労働大臣通知）

７月
～

８月

令和６年度交付金 決算報告

超過交付あり 超過交付なし

９月
～

１１月

実地審査 実地審査

超過交付理由・額の報告

令和8年 １月
～

２月
令和６年度交付金 交付額決定 （厚生労働大臣通知）

2月
～

３月
返納告知書による返還

→ 厚生労働省での事務

→ 市町村での事務

動画にて概要や様式の入力を解説

初任者向けに、決算報告書様式を作成す
る際の基本的な考え方や準備、注意事項
について説明。

決算報告書様式の入力方法について説明
単に入力方法だけではなく実例も交え解説。

基本編 様式入力編

決算報告とは
毎年度、ご提出いただく「支出見込額報告書」は年度末までの見込みであるため、

市町村の支出が確定した後（翌年度）に決算審査を行うことになります。

決算は、各決算審査要綱に基づき「前年度に交付した交付金が適正に使用されているか」、

「市町村が実際に要した金額を超えて交付金を交付していないか」を確認しています。

決算報告のスケジュール

納入告知書による返還
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